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下妻市公告第１０号

一般競争入札の公告

下妻中学校旧校舎解体工事 について次のとおり条件を付した一般競争入札を行うの

で、下妻市契約規則（平成 20 年下妻市規則第 9 号）第 3 条の規定に基づき、次のとおり

公告する。

平成３０年３月２６日

下妻市長 稲 葉 本 治

１ 工事概要

(1) 工 事 名 下妻中学校旧校舎解体工事

(2) 工事場所 下妻中学校

(3) 工事概要 解体工事 Ｎ= 1.0 式

S46 建築 校舎（A 棟） 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 3 階建 1140 ㎡

S47 建築 校舎（B 棟） 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 3 階建 1337 ㎡

S59 建築 校舎（C 棟） 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 1 階建 340 ㎡

S47 建築 管理棟 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 2 階建 823 ㎡

S46 建築 生産棟 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 1 階建 393 ㎡

S47 建築 特別教室棟 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 4 階建 1970 ㎡

S61 建築 給食室棟 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 1 階建 274 ㎡

その他（駐輪場、ボンベ室、倉庫、燃料保管庫等）

(4) 工 期 契約日の翌日から平成３０年１２月２８日まで

(5) 予定価格 １９２，５７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く）

(6) 発 注 者 下妻市

２ 入札参加形態

（１）３社による特定建設工事共同企業体とする

（２）特定建設工事共同企業体構成員の出資比率は、２０ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上とし、代表者の出

資比率は構成員中最大とする。

３ 競争参加資格

入札に参加しようとする者は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定

による許可を受けた建設業者で、同法第２７条の２３の規定による経営事項審査を受け、

平成２９・３０年度下妻市建設工事競争入札参加資格者名簿に登録された者のうち、次

の各号に該当するものとする。

(1) 代表構成員は下妻市内に本店を有し、平成２９・３０年度下妻市建設工事競争入札

参加資格者名簿の建築一式工事において特Ａ、Ａランクに登録されたもので、建設業

法第３条１項の規定に基づく建築一式工事の特定建設業の許可を受けており、経営事
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項審査結果における建築一式工事の年間平均完成工事高が２億１千万円以上であるこ

と。

(2) 構成員①となる者は下妻市内に本店を有し、平成２９・３０年度下妻市建設工事競

争入札参加資格者名簿の土木一式工事において特Ａ、Ａランクに登録されたもので、

経営事項審査結果における土木一式工事の年間平均完成工事高が１億円以上であるこ

と。

(3) 構成員②となる者は下妻市内に本店を有し、平成２９・３０年度下妻市建設工事競

争入札参加資格者名簿の土木一式工事において特Ａ、Ａ又はＢランクに登録されたも

ので、経営事項審査結果における土木一式工事の年間平均完成工事高が５，０００万

円以上であること。

(4) 代表構成員の総合評点については、①構成員の総合評点よりも上位であること。ま

た、①構成員の総合評点については、②構成員の総合評点よりも上位であること。

(5) 年間平均完工高は、最新の経営事項審査結果で判断するものとする。

（契約締結日から１年７ヶ月以内の審査基準日の経営事項審査）

(6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立

てがなされている者でないこと。（更生計画の認可決定後又は再生計画の認可決定が

確定した後に、市長が入札参加資格の再承認をした者を除く。）

(7) 代表構成員については、建設業法第１９条の２に規定する現場代理人及び同法第２

６条に規定する国家資格を有する監理技術者（引き続き３ヶ月以上の雇用関係がある

こと）を専任で配置できること。ただし、監理技術者にあっては、監理技術者資格者

証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。

構成員については、建設業法第２６条に規定する国家資格を有する主任技術者（引

き続き３ヶ月以上の雇用関係があること）を専任で配置できる者であること。

また、所定の工期をもって工事を安全に施工できること。

(8) 当該共同企業体の構成員は、同一の工事において、他の共同企業体の構成員となっ

ていないこと。申請書及び資料の提出の日から開札の時までの期間に、下妻市から指

名停止処分を受けていない者。

(9) 本市の市税等を完納していること。

(10) 以下に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がない者を除

く。）でないこと。

①健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務

②厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務

③雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務

(11) 上記１(1)に示した工事に係る設計業務の受託者と資本面・人事面において関連が

ある者でないこと。

４ 入札手続等

(1) 担当部課

下妻市本城町二丁目２２番地 下妻市役所総務部財政課契約検査係
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℡０２９６－４３－２１１１ 内線 1346

(2) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加確認資料（以下

「資料」という。）の交付期間及び場所

・期間：平成３０年３月２６日（月）から平成３０年４月５日（木）まで

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで

・場所：下妻市本城町二丁目２２番地 下妻市役所総務部財政課契約検査係

℡０２９６－４３－２１１１ 内線 1346

※ 申 請 書 及 び 資 料 の 様 式 に つ い て は 、 下 妻 市 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.city.shimotsuma.lg.jp/)に掲載するのでダウンロードして

申請することができる。

(3) 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法

・申請する書類

様式第１号 競争参加資格確認申請書

様式第２号 競争参加資格確認通知書

様式第３号 主任（監理）技術者等の配置予定調書

様式第５号、第６号 特定建設工事共同企業体協定書

・期間：平成３０年３月２６日（月）から平成３０年４月５日（木）まで

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで

・場所：下妻市本城町二丁目２２番地 下妻市役所総務部財政課契約検査係

℡０２９６－４３－２１１１ 内線 1346

・方法：① 申請書及び資料の提出は、別記様式第１～４号により各１部作成し、

別記様式第５号及び第６号については袋とじとし４部提出するものとす

る。（サイズはＡ４とする。）

② 最新の経営事項審査結果通知書（契約締結日から１年７ヶ月以内の審査

基準日のもの）を添付すること。（サイズはＡ４とする。）

③ 申請書及び資料の提出は、持参するものとし、郵送又は電送によるもの

は、受け付けない。

(4) 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

・日 時：平成３０年４月１９日（木）午前９時００分から（時間厳守）

・場 所：下妻市本城町二丁目２２番地 下妻市役所本庁舎３階大会議室

・その他：競争入札の執行に当たっては、あらかじめ交付した競争参加資格がある

確認結果の通知書の写しを持参すること。

５ その他

(1) 現場説明会

行わない

(2) 入札保証金及び契約保証金

入札保証金 免除

契約の保証 契約金額の１０分の１以上の金額を保証する次に掲げるいずれかの

保証等を付すること。
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① 契約保証金の納付

② 銀行等又は保証事業会社の保証

③ 公共工事履行保証証券による保証

④ 履行保証保険契約の締結

(3) 入札の無効

次の各号の一に該当する入札は、無効とする。

① 入札を行う資格のない者及び談合した者の入札

② 入札書に記載された入札者名又は入札価格が不明瞭で確認できない入札

③ ２人以上の者の代理人となった者の入札

④ ２通以上の入札をした者の入札

⑤ 前各号のほか、入札条件に違反した入札

(4) 入札の執行の中断、延期、取り止め等

入札参加者が３者に満たない場合は、この入札の執行を取り止める。

(5) 落札者の決定方法

① 落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該価格の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は消費税

にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約希望

額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

② 開札をした場合において、予定価格の制限の範囲内価格で、最低制限価格以

上の価格をもって入札をした者のうち､最低の価格の申込みをした者を落札者

とする。なお、落札者となるべき同価の入札をした者が２名以上ある場合は、

くじ引きで落札者を決定する。

③ 入札執行回数は、１回を限度とする。

④ 最低制限価格は事後公表とする。

(6) 配置予定監理技術者等の確認

落札決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者等の専任制違反の事実

が確認された場合は契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむを得な

いものとして承認された場合の外は、申請書の差し替えは認められない。

(7) 契約書作成の要否 要

(8) 契約の効力

本入札に係る契約は、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決

案件であるため、落札者と決定された者と仮契約を締結し、議会において可決され

たときに本契約が締結されたものとする。

(9) この工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104

号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けら

れた工事である。

(10) 詳細は入札説明書による。


